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研究報告会2020

「脱炭素化実現に向けた電化の役割 －コロナ禍の影響を踏まえた新たな展開－」（2020年11月10日）

コロナ禍を踏まえた脱炭素化の基本認識

個別報告（１）
脱炭素化の新展開

－民生部門の政策を例に－
社会像「行動を促す」

電化の促進に向けた電中研の研究開発

技術システム

要素技術

個別報告（２）
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個別報告（３）
セクターカップリングによる
省エネ・再エネ・電化の推進
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個別報告（４）
電力システムの視点からの電化と

需要マネジメントの役割
電力NW「全体を支える」

【研究報告会】におけるカーボンニュートラル社会に向けたご報告概要

基調報告において、新型コロナウイルス感染拡大がエネルギー分野に及ぼす影響について提示するとともに、
長期的なCO₂排出量の大規模削減の本質である「需要側の電化」と「電力供給の低炭素化」の組み合わせの
重要性や効果について、世界的なトレンドや個別技術の趨勢等に基づき論考した上で、各報告を通じて、電
気利用の姿についての複合的な視点をお示ししつつ、当所の具体的な取り組みなどをご報告いたしました。

基調報告
コロナ時代の脱炭素化における電化の役割

ポストコロナの方向性
脱炭素化＝電化×電源の低炭素化

研究報告会2021

「「2050年カーボンニュートラル」実現に向けて－電力供給サイドの課題と取り組み－」（2021年11月17日）

個別報告（2）
カーボンニュートラルに
向けた原子力利用の課題

と取り組み

個別報告（1）
「ゼロエミッション火力
発電」実現に向けた課題

と取り組み

個別報告（3）
カーボンリサイクルの
意義と実現に向けた

取り組み

基調報告において、IPCCシナリオデータ分析、再生可能エネルギー導入のポテンシャル評価等に基づき、
カーボンニュートラル実現に不可欠な方策、技術開発の要点について考察、さらに当所が2050年にわが国
が目指すべき姿として定める「持続可能で社会に受容されるエネルギーシステム」実現のための７つの目標
と各個別報告の位置づけを説明するとともに、各報告を通じて主に電力供給サイドの視点から、カーボン
ニュートラル実現に向けて解決すべき課題、当所の研究の狙いや具体的な取り組み等をご報告いたしました。
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【基調報告】

カーボンニュートラル社会を見据えた
電力システム改革のあり方

研究報告会2022

2022年11月10日

副所長・副研究参事 服部 徹
電力中央研究所 社会経済研究所

2022

本報告でお伝えしたいこと

2022 1

 カーボンニュートラルの実現に貢献しつつ、電力の安定
供給を確保するためには、脱炭素電源への投資を加速化
していく必要があるが、電力システム改革の下で、投資
回収の予見性は低くなっている

 そのため、脱炭素電源への投資回収の予見性を高める仕
組みと、それらを組み合わせて適切な電源のミックスを
実現する競争と規制の新たな枠組みが必要となる

－ 1－



報告内容

2022 2

１．カーボンニュートラルと電力安定供給

２．電力市場を通じた供給力確保の課題

３．投資回収の予見性を高める仕組み

４．電源のミックスに対する制度の枠組み

５．本報告のまとめと本日の報告会の内容

報告内容
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１．カーボンニュートラルと電力安定供給

２．電力市場を通じた供給力確保の課題

３．投資回収の予見性を高める仕組み

４．電源のミックスに対する制度の枠組み

５．本報告のまとめと本日の報告会の内容
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カーボンニュートラルと電力需給
 カーボンニュートラルの目標が電力需要に与える影響を踏まえつつ、電力
供給の脱炭素化を図りつつ、安定供給を確保していく必要がある

2022 4

1. カーボンニュートラルと電力安定供給

2050年カーボンニュートラル目標

安全の確保を大前提とする
原子力発電の活用

再生可能エネルギーの
主力電源化

火力発電の脱炭素化

電力供給の対応電力需要への影響
電化

省エネ
電力の
安定供給

電力の安定供給の要件
 電力の安定供給には、系統の信頼度と十分な供給力の確保が必要である
 常に十分な供給力が確保されていることが、系統の信頼度の維持にも重要
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1. カーボンニュートラルと電力安定供給

電力の安定供給系統の信頼度 十分な供給力

短期の課題 中長期の課題
技術的課題 経済的課題

短期の
電力需要

分（秒）

中長期の
電力需要

中長期の供給力

年

※最近では「レジリエンス」も安定供給に重要な要素とされる

短期の
電力供給

※主に火力発電による調整

－ 3－



中長期の供給力確保の経済的課題
 供給力は過剰でもなく過小でもない適切な水準で確保する必要があるが、
電力システム改革の下では供給力が過小となるリスクが指摘されてきた

2022 6

1. カーボンニュートラルと電力安定供給

長期の
電力需要

供給力

年

＜供給力が過剰＞
安定供給のリスク↓

コスト↑

＜供給力が過小＞
安定供給のリスク↑

コスト↓
ただし、停電が発生すれば、
費用の負担も大きくなる

規制下での
電気事業

自由化された
電力市場

再生可能エネルギー（自然
変動電源）の増加
⇒従来型の供給力で満たす
べき需要が大きく変動

再生可能エネルギー
の大量導入

電力システム改革

電源の脱炭素化と安定供給のリスク
 2050年までの移行期においては、安定供給に必要な化石電源も維持しつつ
脱炭素電源への投資を促していくことが必要

2022 7

現在 2050年

化石電源

脱炭素電源

化石電源の廃止が
加速すると供給力が
不足する恐れ 脱炭素電源への投

資が進まなければ、
CN目標の達成が困
難となり、供給力も
不足する恐れ

電力
需要

1. カーボンニュートラルと電力安定供給

－ 4－



報告内容
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１．カーボンニュートラルと電力安定供給

２．電力市場を通じた供給力確保の課題

３．投資回収の予見性を高める仕組み

４．電源のミックスに対する制度の枠組み

５．本報告のまとめと本日の報告会の内容

市場の役割と機能
 kWhの価値を取引する卸電力市場には、電源の運用の最適化を図る短期の
役割と電源の投資の最適化を促す中長期の役割があると考えられていた

2022 9

2. 電力市場を通じた供給力確保の課題

P

短期 中長期
競争が十分に働くことで、
取引の各時間帯における価格は、
短期限界費用と等しくなる

自由な参入と退出を通じて、
長期の平均的な価格は、
長期平均費用と等しくなる

電源の運用の最適化 電源の投資の最適化

ただし、卸電力市場だけでは、信頼度基準を満たすような供給力が確保される保
証はない

kWh/h

－ 5－



電源の固定費回収の構図
 中長期的に必要な供給力をより確実に確保するために、海外およびわが国
では、kW価値を取引する「容量市場」が創設され、現在、電源の収入は主
にkWh価値とkW価値で構成されている

 電力システム改革の下では、固定価格買取制度のある再生可能エネルギー
を除き、電源への投資は、市場からの収入の見通しによって判断されるが、
十分な供給力の確保のために新規電源が必要な場合、kW価値は正味建設費
[Net CONE]を上回る（投資による利益が見込める）と考えられる

2022 10

可変費回収すべき
費用 固定費

市場からの
収入

kWh価値※

（卸電力市場）
kW価値

（容量市場）
※調整力電源はΔkW価値を需給調整市場で得る
また、非化石電源の場合は、発電電力量に応じて非化
石証書の価値も得る

Net CONE（正味建設費）

2. 電力市場を通じた供給力確保の課題

海外の容量市場の価格動向
 日本と同じ「集中型容量市場」が導入されている米国PJM（北東部の電力
市場）や英国の容量市場の約定価格は、年による変動が大きく、ほぼ常に
Net CONE（新規電源の固定費回収に必要な水準）を下回っている
 国内の容量オークションにおいても、第1回の約定価格はほぼ上限価格
の水準だったが、第2回の約定価格は大きく下落した

2022 11

英国の容量市場の価格米国PJMの容量市場（RTO）の価格
出典：PJM InterconnectionおよびNational Gridのデータをもとに作成

2. 電力市場を通じた供給力確保の課題
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欧米の発電部門の収支ギャップ
 欧米では、卸電力市場や需給調整市場からの収入に、容量市場からの収入
を加えても、平均的な発電所の固定費を回収するだけの収入は得られてい
ない

2022 12

2. 電力市場を通じた供給力確保の課題

出典：IEA (2018)のデータをもとに作成

米国欧州連合
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CN目標に向けた脱炭素電源投資の課題
 市場メカニズムは、価格シグナルを通じて投資を促すので、いずれ電源不
足になれば価格は上昇すると考えられるものの、建設のリードタイムがあ
る上、将来の需要ならびに燃料価格の不確実性があるため、投資がただち
に行われ、電源不足を解消できるとは限らない
 価格が上昇したまま電源不足が解消されず、安定供給に懸念を抱えた
状態がしばらく続く可能性がある

 今後、脱炭素電源の投資を促す必要があるが、その多くは、初期投資額が
大きく、投資費用や脱炭素の価値に関する不確実性も大きいため、市場価
格の下での投資はさらに進みにくいと考えられる

 一方で、カーボンニュートラルの実現は「いずれ」ではなく、2050年まで
に達成する必要がある

2022 13

電源不足 電源不足
解消

電力価格
上昇

電源投資
促進

短期的な影響 中長期的な影響

2. 電力市場を通じた供給力確保の課題

－ 7－



報告内容

2022 14

１．カーボンニュートラルと電力安定供給

２．電力市場を通じた供給力確保の課題

３．投資回収の予見性を高める仕組み

４．電源のミックスに対する制度の枠組み

５．本報告のまとめと本日の報告会の内容

投資回収の予見性
 今後、脱炭素電源への投資を加速していくためには、投資回収（収入）の
予見性を高める必要がある
 kWh価値ないしはkＷ価値のいずれかを長期にわたって固定化する必要
があると考えられる

 再生可能エネルギーは、これまで売電収入を固定化する固定価格買取
制度（FIT）により、普及してきた（現在はフィードインプレミアム
（FIP）に移行）

2022 15

3. 投資回収の予見性を高める仕組み

可変費回収すべき
費用 固定費

市場からの
収入

kWh価値
（卸電力市場）

kW価値
（容量市場）

長期的な収入の予見性が低い

－ 8－



長期脱炭素電源オークション
 わが国では、大規模な脱炭素電源への投資を対象に、容量市場の価格を20
年間固定する契約を与える「長期脱炭素電源オークション」を2023年度よ
り導入予定
 「事前に決まっていない政策的な対応等」を行う場合に開催する「特
別オークション」の一類型

2022 16

入札 年受渡
（運転開始）

（大規模）脱炭素電源
20年間容量価格を固定
⇒投資回収の予見性確保

従来型電源
毎年価格が変化

3. 投資回収の予見性を高める仕組み

長期脱炭素電源オークションと費用回収
 長期脱炭素電源オークションでは、卸電力市場からの収益を考慮せずに、
固定費相当の価格で入札させる
 落札すれば、卸電力市場からの収益に関係なく固定費の回収が可能

2022 17

可変費
回収すべき
費用 固定費

市場からの
収入

kWh価値
（卸電力市場など他市場収益）

kW価値
（長期脱炭素電源オークションの落札価格※）

超過した分の
9割を還付
（払い戻し）

※マルチプライスオークションのため、
落札すれば、入札価格が落札価
格となる

卸電力価格が可変費を下回る時は
発電しないことで、回収すべき可変費
は生じない

3. 投資回収の予見性を高める仕組み

出典：資源エネルギー庁(2022)をもとに作成

－ 9－



長期契約による価格固定化の課題
 長期契約による価格の固定化は、運転期間中に費用が変わらなければ、安
定的な利益をもたらすが、建設中または運転開始後に、想定以上の追加投
資などにより、費用が増加してしまうと、損失を被るというリスクがある

 投資家はこうしたリスクの負担に見合う高いリスクプレミアムを要求する

2022 18

長期契約で固定化した価格

運転期間中に費用が増加した場合

卸電力の
市場価格

費用単価

価格
[¥/kWh]

価格
[¥/kWh]

時間 時間

長期契約で固定化した価格

費用単価

運転期間中、費用が一定の場合

損失

3. 投資回収の予見性を高める仕組み

19.5

2636

11

長期契約による価格固定化の課題
 実際、英国で、新設の原子力発電所（Hinkley Point C）にFIT-CfD（差額
契約型固定価格買取制度）を適用したところ、リスクプレミアムが大きく
膨らみ、長期で固定化する買取価格がかなり高い水準に押し上げられた

2022 19

契約時の想定費用

長期契約の固定価格

長期契約による価格固定化（収入安定化）
価格
[¥/kWh]

時間

3. 投資回収の予見性を高める仕組み

出典：UK NIA (2020)のデータをもとに作成

資金調達の
リスクプレミアム分

Hinkley Point Cのストライクプライス
（92.5ポンド/MWh）の内訳

規制分野の
資本コスト

O&M費
建設費

リスクプレミアム

－ 10－



英国の原子力RABモデル
 英国では、新設の原子力発電所を規制事業として扱い、投資の回収を規制
料金で行うRAB（Regulated Asset Base; 規制資産ベース）モデルを適用

 RABモデルでは、すべての小売事業者が、費用の変動に合わせて認可され
る規制料金を支払うことで、投資家が負担するリスクを軽減し、資金調達
コスト（ひいては総費用）を低減できると考えられる

 ただし、その導入には、費用増加のリスクを負う需要家の理解が不可欠

2022 20

3. 投資回収の予見性を高める仕組み

規制当局が認可する料金
上：費用増加の場合
下：費用一定の場合

価格
[¥/kWh]

時間

契約時の
想定費用

なお、原子力RABモデルの導入を
めぐる議論においては、
・潮力発電
・洋上風力
・CCUS
・エネルギー貯蔵

などへの適用を求める意見もあり※、
原子力に限らず、技術開発段階で、
費用の不確実性の大きい脱炭素電
源を対象とすることも考えられる
※出典：BEIS (2020)

8%
6%

45%

41%

5%
8%

40%

47%

2018-2025年
6.4兆ドル

2026-2040年
13.5兆ドル

世界の電力部門の投資と規制の関係
 世界全体では、市場を通じた投資は、再生可能エネルギーの費用の低下も
あって、割合が若干増加する見通しもあるが、電力分野の投資の大部分は、
規制された事業者によって推進され続けると考えられている
 競争によって投資を促す電源と規制によって投資を促す電源へと適切
に分けていくことも重要

2022 21
出典：IEA (2018)のデータをもとに作成

規制された
ネットワークと蓄電池

規制された
ネットワークと蓄電池

規制された
事業者の
電源

規制された
事業者の
電源

分散型電源分散型電源

卸電力市場の価格で
もたらされる投資

3. 投資回収の予見性を高める仕組み
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報告内容

2022 22

１．カーボンニュートラルと電力安定供給

２．電力市場を通じた供給力確保の課題

３．投資回収の予見性を高める仕組み

４．電源のミックスに対する制度の枠組み

５．本報告のまとめと本日の報告会の内容

長期契約と卸電力市場の2段階の競争
 海外では、民間による長期のPPA（電力販売契約）の活用にも期待しつつ、
カーボンニュートラル社会に必要な脱炭素電源を国などが決めて公募し、
長期的な投資回収に必要なコストで競わせた上で、長期契約で確保された
電源間で、短期的な発電のコストで競わせる２段階の競争の枠組みへの移
行が必要との認識が高まっている

2022 23

長期契約
〇〇年

¥/kWh

¥/kWh

¥/kWh

¥/kWh

△△kW
〇〇年

P

電源種ごとの
募集量等は
別途設定

長期契約
〇〇年

出典：Roques and Finon (2017)をもとに作成

4. 電源のミックスに対する制度の枠組み

kWh/h

市場に参加するための競争
Competition “for” the market

市場における競争
Competition “in” the market
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電源構成を考慮した競争の枠組み
 長期契約をめぐる競争入札は、効率性の観点からは、技術中立的に、全て
の電源が同じ条件で価格競争する方が望ましいが、安定供給にとって望ま
しい電源構成となるように、電源種ごとの募集量を規制で定め、電源種ご
とに競争する枠組みも検討に値する※

 例えば、再生可能エネルギーが増えると、調整電源を増やす必要があ
るような（補完関係が存在する）場合、特に重要である

2022 24

電源種A

電源種B

電源種C

長期契約の
競争入札
（全電源対象）

電源種A

電源種B

電源種C

長期契約の
競争入札

（電源種A対象）

長期契約の
競争入札

（電源種B対象）

長期契約の
競争入札

（電源種C対象）

技術中立的な競争 電源種ごとの競争

4. 電源のミックスに対する制度の枠組み

※出典：Fabra (2021)を参照

電源構成を考慮したオークションの方法
 長期契約の制度設計をめぐる海外の議論では、エネルギー政策の目標を踏
まえて電源種ごとの募集量を定める方法※1の他、入札した電源の情報と系
統制約を考慮した最適化計算で、信頼度を維持できる最も安い落札者の組
み合わせを決める方法（Configuration Market※2）も提案されている

2022 25

4. 電源のミックスに対する制度の枠組み

電源種Aの
募集量

電源種Bの
募集量

電源種Cの
募集量

エネルギー
政策

入札

入札

入札

電源種Aの
落札量

電源種Bの
落札量

電源種Cの
落札量

入札

入札

入札

系統制約
を考慮した
最適化計
算による
評価

国のエネルギー政策に基づき
電源種ごとの募集量を事前に設定

系統制約を考慮した最適化計算で
電源種ごとの落札量を決定

※1出典：Pierpont (2020) ※2出典：Corneli (2020)
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報告内容

2022 26

１．カーボンニュートラルと電力安定供給

２．電力市場を通じた供給力確保の課題

３．投資回収の予見性を高める仕組み

４．電源のミックスに対する制度の枠組み

５．本報告のまとめと本日の報告会の内容

本報告のまとめ
 脱炭素電源の投資回収の予見性を高める制度として、国
内では、再生可能エネルギーを対象とするFIT・FIPに加
え、一定規模以上の脱炭素電源を対象とする「長期脱炭
素電源オークション」が導入される予定であるが、費用
の不確実性の大きい脱炭素電源には、英国で導入された
RABモデルのような規制の手段で資本コストを引き下げ
ることも検討の余地がある

 投資回収の予見性を高める長期契約の制度においても、
民間によるPPAの活用や、国によるオークションを通じ
て、可能な限り競争が働くようにすることが望ましいが、
安定供給の確保のためには、競争が電源構成に与える影
響にも留意して、制度設計を進める必要がある

2022 27

５. 本報告のまとめと本日の報告会の内容

－ 14－



本日の報告の構成
 カーボンニュートラルに貢献しつつ、電力の安定供給を確保するには、競
争や規制の制度的課題への対応（基調報告）に加え、個別の脱炭素電源の
技術的課題（個別報告(1)-(2)）、電力ネットワークや電力システム全体の
技術的課題（個別報告(3)-(4)）の解決に向けた取り組みが重要

2022 28

個別報告(1)
電力安定供給を支える

原子力発電におけるリスク情報活用の役割

個別報告(2)
安定かつ経済的な需給計画・運用に

貢献する再エネ出力予測

個別報告(3)
分散型エネルギー資源を活用する
需要地系統の実現に向けた取り組み

個別報告(4)
電力システムの災害レジリエンス強化と
カーボンニュートラル社会に向けた対応

基調報告：カーボンニュートラル社会を見据えた電力システム改革のあり方

＜個別の脱炭素電源の技術的課題への対応＞

カーボンニュートラル社会に向けた電力安定供給

５. 本報告のまとめと本日の報告会の内容

＜電力系統・電力システム全体の技術的課題への対応＞

＜競争や規制の制度的課題への対応＞

2022 29

ご清聴ありがとうございました
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【個別報告1】

電力安定供給を支える原子力発電
におけるリスク情報活用の役割

研究報告会2022

2022年11月10日

副所長・参事 吉田 智朗

電力中央研究所 原子力リスク研究センター

2022

本報告でお伝えしたいこと
 原子力発電は炭素を排出しない大容量電源であり、2050年のカーボン
ニュートラルに寄与できるポテンシャルをもつ。

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓から、原子力発電に潜在する
リスクを直視し、十分な安全性確保を前提とした発電所運用により、
一般からの信頼を獲得することが不可欠。

 2050年に「原子力+CO2回収前提火力」で総発電電力量の約30-40％
（第6次エネルギー基本計画）を可能とする設備容量確保のためには、
既存炉の早期再稼働、長期運転の実現、新増設/リプレースが必要。

 さらに、高い安全性の下でより経済性の高い原子力発電を実現するには、
従来の決定論的判断のみでは限界があり、安全規制と発電所運用に
リスク情報活用意思決定の導入が重要。
 安全重要度の高い分野に、より多くの規制資源・運用資源を投入
 不要な保守性を排除して投入資源から最大限の安全性向上効果

2022 1
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報告内容

2022 2

1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ

報告内容

2022 3

1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ
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将来の電力需要と
国内原子力発電の設備容量

第6次エネルギー基本計画
① 2030年 原子力で総発電電力量の20-22％
② 2050年 原子力+CO2回収前提火力で総発電電力量の約30-40％
①に対して… 2030年に27基（未申請以外）稼働が必要
②に対して… 2050年に長期運転、新増設/リプレースが必要

2022 4

1. カーボンニュートラルを実現しうる大容量電源としての原子力発電

① 2030年に
必要な設備容量
2,670-2,940万kW

② 2050年には
長期運転
新増設/リプレースが必要

出典：経済産業省
第24回 総合資源
エネルギー調査会
電力・ガス事業分科会
原子力小委員会

(2022年2月24日)
「資料3 今後の原子力
政策について」
（事務局提出資料）

をもとに作成

 十分な安全性の確保
 新規制基準対応による安全性強化
 安全性向上への取り組みを継続
その一方で
 新規制基準対応のための建設・改造・運用の経済的負担大

 限られた資源を最も効果的に安全性向上の取り組みに投入
リスク情報活用により、
 安全性向上に寄与しない不要な保守性を排除し、
 安全性向上に寄与する分野へ資源を集中して
経済性を向上しつつ安全性の向上を図ることができる
（海外産業界に先行例あり）

原子力発電の
長期運転、新増設/リプレースのために

1. カーボンニュートラルを実現しうる大容量電源としての原子力発電

2022 5
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報告内容

2022 6

1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ

 リスクとは？ 以下の3つの問いへの答え
1. どのような悪いことが起こるのか？ - シナリオ(Scenario)

(What can go wrong?)
2. それが起こる確からしさはどれくらいか？ - 発生可能性(Likelihood)

(How likely is it?)
3. その結果・影響はどのようなものか？ - 影響(Consequence)

(What are the consequences?)

 リスク評価は、「3つの問いへの答え」の組合せを見出すこと。
｛シナリオ𝑺𝑺𝑺𝑺, 発生可能性𝑳𝑳𝑳𝑳, 影響𝑪𝑪𝑪𝑪｝ （リスク三重項：risk triplet)

 「影響𝐶𝐶𝐶𝐶」原子力発電所のリスク評価では
 レベル1…炉心損傷
 レベル2…格納容器外に放出される放射性核種とその量
 レベル3…公衆・環境への放射線影響

2022 7

リスクとは

出典：Kaplan, S, Garrick, B. J. “On The Quantitative Definition of Risk,” Risk Analysis, Vol. 1, No.1, 1981. 

2. リスク評価とリスク情報活用
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 レベル1/2/3 確率論的リスク評価 (Probabilistic Risk Assessment, PRA)
原子炉の安定運転を妨げる事象(起因事象)が起こった場合に、
「連鎖反応を止める機能」「炉心を冷やす機能」「放射性物質を閉じ込める機能」
が失敗するシナリオとその可能性を網羅的に調べる。

レベル3
(公衆・環境影響)

起因事象 止める 冷やす 閉じ込める 防災対策(避難)

リスク評価とは

2022 8

2. リスク評価とリスク情報活用

起因事象
(安定運転を
妨げる事象)
原子炉トリップ
冷却材喪失
外部電源喪失
…

成功○

失
敗

× 炉心損傷

炉心損傷

格納容器外放出

格納容器外放出

公衆被ばく影響

イベントツリーの
各分岐の
機能失敗確率
を求める

レベル1
(炉心損傷)

レベル2
(放出核種・量)

失
敗

×

失
敗

×
失
敗

×

失
敗

×
失
敗

×

成功○

成功○

成功○

成功○

成功○

公衆被ばく影響フォールトツリー

イベントツリー

 イベントツリー/フォールトツリーより、体系的・網羅的に
｛シナリオ𝑺𝑺𝑺𝑺, 発生可能性𝑳𝑳𝑳𝑳, 影響𝑪𝑪𝑪𝑪｝の組合せが得られる。

 発生可能性の大きいシナリオ
⇒どのような事故が起こりやすいか？がわかる。

 各構成機器について、常に故障している[健全である]と仮定したときの
リスクが増える[減る]割合 … リスク増加[低減]価値
⇒ どの構成機器がリスク重要度(安全上の重要度)が高いか？がわかる。

「リスク情報」は、リスク三重項の理解により得られる。
2022 9

リスク三重項の分析
2. リスク評価とリスク情報活用

起因事象発生 (炉停止成功) 冷却失敗 炉心損傷 閉じ込め失敗 格納容器外放出
起因事象

発生頻度[/年] 冷却失敗確率 炉心損傷頻度
[/年]

閉じ込め失敗
確率

大規模早期放出頻度 or
格納容器破損頻度[/年]炉停止成功確率 ⇒ ⇒×

影響𝑪𝑪𝑪𝑪(レベル1)
プラント損傷状態

影響𝑪𝑪𝑪𝑪(レベル2)
放射性核種・量

発生可能性𝑳𝑳𝑳𝑳
(レベル1)

××

発生可能性𝑳𝑳𝑳𝑳
(レベル2)

シナリオ𝑺𝑺𝑺𝑺
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 確率論的リスク評価の知見を工学的知見と共に考慮して
設計・運用・保守などの意思決定をすること。
 PRAの知見 (リスク三重項の分析より)

どのような事故が起こりやすいか？
どの構成機器がリスク重要度が高いか？

 工学的知見 (特にPRAで分析しにくい部分に関して)
どのような深層防護策がどのように機能しているか
十分な安全余裕があるかどうか

 安全目標 意思決定の“よりどころ” (国際原子力機関のガイドあり)
定性的目標 「重大なリスクの増加がないこと」
定量的補助目標 (定性的目標の達成可否を判断するもの)
炉心損傷頻度 CDF, core damage frequency
大規模早期放出頻度 LERF, large early release frequency
格納容器破損頻度 CFF, containment failure frequency
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リスク情報を活用した意思決定とは
2. リスク評価とリスク情報活用

決定論的手法(従来) 確率論的手法

支配的と思われる代表的事象を想定し、
不確かさに対し大きな余裕を重ねること
により、起こりうる事象全体を包絡して
いるとみなす。(保守的)

実際に起こると考えうるあらゆる事象を
体系的・網羅的に分析し、不確かさを
可能な限り確率論で定量的に取り扱う。
(現実的)

 代表的事象の想定では、全体の安全性が本
当に包絡されているかどうかわかりにくい。

 保守的設定のため、どのくらい安全余裕が
あるかわかりにくい。

 体系的・網羅的な想定により、安全への潜
在的脅威をより幅広く検討できる。

 安全への脅威をリスク重要度に基づいて優
先順位付けできる。

 安全への脅威に対する防護措置をより現実
的にかつ幅広く検討できる。

【例】決定論による設計基準事故設定
大口径配管破断冷却材喪失の際に炉心損傷し
ないよう安全系を設計し、緊急時対応を計画
する。

1975年 米 原子炉安全研究(世界初のPRA)
「実際には小口径配管破断に起因する炉心
損傷の可能性のほうが高い」

1979年 米スリーマイル島原子力発電所事故

2022 11

リスク情報活用・確率論導入のメリット
2. リスク評価とリスク情報活用

体系的・網羅的かつ現実的な安全上の知見が得られる
不要な保守性を排除かつ安全上重要度の高い分野に重点⇒資源の有効利用も
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報告内容
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1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ

継続的安全性向上の好例

2022 13

3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価

フィンランド Olkiluoto 1 原子力発電所 (TVO社, BWR, 860MWe, 1979～) の例

出典：“Finnish report on nuclear safety.” Finnish 8th national report as referred to in Article 5 of the Convention 
on Nuclear Safety STUK-B 237, Helsinki 2019. をもとに作成

崩壊熱除去系
容量評価の
モデル詳細化

火災発生頻度
見直し

停止時運転員行為を
より現実的にモデル化 補助給水系の再循環ライン変更により

海水冷却への依存が解消

下記のほか、重要検査部位の選定、
機器試験間隔の最適化などにリスク情報活用

炉
心
損
傷
頻
度

[/ry]

地震 荒天 停止時 火災 内部溢水 内部事象

海洋への
石油人為流出追加

対策
対策

対策 対策

対策

対策
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報告内容
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1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ

安全性が向上、かつ
保全・品質保証対象機器数が
減少する

 機器の安全上の重要度
 従来、決定論により定める

[安全関連]
 PRAにより再評価する

[高リスク重要度]

 保全・品質保証の重点を
[安全関連]機器から
[高リスク重要度]機器へ

RISC*-1 RISC-2

RISC-3 RISC-4

安全関連
[従来規制の重点対象]

非安全関連

高
リ
ス
ク
重
要
度

[

新
し
く
重
点
化]

低
リ
ス
ク
重
要
度

リ
ス
ク
評
価
に
よ
る
安
全
上
の
重
要
度
区
分

決定論的評価による安全上の重要度区分

*RISC: Risk-Informed Safety Class
米国10CFR50.69 重要度分類 の例

(連邦規則)

安全上重要な機器に
保全・品質保証資源を重点化

4. リスク情報活用によるプラントの効率的な運転保守

2022 15

保全・品質保証対象の全体

保全・品質保証
要件緩和
(多数)

保全・品質保証
要件強化
(少数)

トレードオフ
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安全系統の保全を停止時から出力運転中へ
運転中保全 On-Line Maintenance

 通常、安全系統は停止時に保全
 停止時でも一定のリスクあり

 出力運転中に安全系統を予防保全
(“待機除外許容時間”を利用)

 安全系統待機除外によりリスク増
⇒構成リスク管理プログラム(右図)
により許容水準に抑える

 保全計画立案と事前リスク評価
 保全作業実施と実リスクの監視

 停止時は安全系統保全作業削減
 安全系統機能維持によりリスク減
 運転中リスクとのトレードオフ

4. リスク情報活用によるプラントの効率的な運転保守

2022 16

※ 米国10CFR50.65 a(4)
Maintenance Rule の例

運転中と停止時のリスク管理による
安全性向上、かつ、
停止期間の短縮による稼働率向上

CDF: 炉心損傷頻度 [/y]
core damage frequency

系統保守作業時CDF増分

保守なしCDF

時間経過

規
格
化

CD
F

規
格
化

CD
F

累
積
リス
ク
重
要
度

計画リスクプロファイル

実リスクプロファイル

年間規格化CDF=1

保守なしCDF

計画累積リスク
実累積リスク

報告内容
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1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ
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新増設炉・次世代炉の深層防護設計最適化
 米国では、非軽水型原子炉(高温
ガス炉、ナトリウム冷却炉など)
の設計をPRAにより最適化する
制度化の取り組みが進んでいる。

 認可基準事象(設計基準事象、
設計基準超事象、など)の決定

 機器重要度分類
 原子炉設計仕様によらない
深層防護バランス
事故発生防止機能と
事故影響緩和機能
とのバランスが
適切にとれているかどうかを
事故シーケンスごとに確認

2022 18

出典：Karl N. Fleming, Fred A. Silady, 
“A risk-informed defense-in-depth framework
for existing and advanced reactors,”
Reliability Engineering and System Safety 78 (2002)
をもとに作成

5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計

事
故
年
間
発
生
頻
度

1.0

圧力バウンダリ
破損頻度 ~10-2

緊急炉心冷却系
故障確率 ~10-3

最大
放出量 ~107

事故影響(放射性物質放出量)

~10-5

小破断冷却材喪失
炉心損傷

格納容器
閉じ込め成功 ~104

~103

事
故
発
生
防
止→

←事故影響緩和

(軽水炉の小破断冷却材喪失事故)

報告内容
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1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ
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• 低頻度だが大きな被害をもたらし得る事象のさらなる解明と対策立案
• 従来の決定論的な手法に加えてリスク情報を活用する手法を適用

2 リスク評価技術

1 事象評価技術
研究開発項目

応

用

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

成果の実務
適用支援

フィードバック

① 新規制基準への適合
（対策追加・改良工事等）

② リスク評価
（PRA実施）

継続的安全性向上の取り組み

③リスク低減/深層防護
（安全性確保策の強化)

④リスク情報活用
（リスクマネジメント）

⑤
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

<東電福島第一事故・規制基準見直し>

<再稼動>

<安定運転>

*炉心の著しい損傷を伴う重大事故

様
々
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

↔
組
織
内
部
↔

1) シビアアクシデント(SA)*

2) 活断層
3) 地震動
4) 断層変位
5) 地盤・斜面・土木構造物耐震
6) 建屋・機器耐震
7) 津波
8) 火山
9) 強風等極端気象
10) 内部火災・内部溢水

1) PRA手法（内的・外的事象）
2)人間信頼性(HRA)
3)環境放出時影響

3 リスクコミュニケーション

<継続的安全性向上>

＊番号①～⑤は、後述のロードマップの「成果の適用先」の番号に対応

20

PRA手法研究開発
(2022年3月NRRC研究ロードマップより)

6. 原子力リスク研究センターの取り組み

2022 20

 リスク情報を活用した意思決定(RIDM)を発電所のマネジメントに
導入するため、その取り組みの基本方針・アクションプランを
とりまとめた。

 『リスク情報活用の実現に向けた戦略プラン及びアクションプラン』
電力会社11社 初版 2018年2月、改訂版 2020年6月

発電所の取り組みを適切に評価し、
より効果的にリスクを低減させ、
安全性を向上させる仕組み

原子力事業者の戦略・アクションプラン

(1)
パフォーマンス
監視・評価

(3)
意思決定
実施

(2)
リスク評価

(4)改善措置活動（CAP）
(5)コンフィギュレーション管理
RIDMによるリスクマネジメントの概念図

212022

6. 原子力リスク研究センターの取り組み

参考：原子力発電の安全性向上のためのリスク情報の活用について、電気事業連合会からのお知らせ、2020年6月19日

212022
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原子力事業者の戦略プラン

スライド21参考記載資料をもとに作成

6. 原子力リスク研究センターの取り組み

フェーズ１︓リスク情報を活用した自律的な発電所マネジメントの高度化。⇒ 着実に進捗

フェーズ２︓自律的な発電所マネジメントを継続的に改善するとともにRIDM活用範囲を拡大。
⇒ アクションプランを策定

戦戦略略ププラランン及及びび
アアククシショョンンププラランン策策定定 中中間間評評価価

フェーズ 1
（2020年3月末もしくはプラント再稼働までの期間）

フェーズ 2
（2020年4月もしくはプラント再稼働以降）

2020

導入するRIDMに応じて必要な機能の拡張

RIDMの実施業務の拡張

外的事象に関する研究開発の成果をPRAへ反映

原子力規制検査対応へのRIDMの実践・活用今あるプロセスやツールで
RIDMを実践

必要な機能の整備

フェーズ１の成果（P.3,4）
 RIDMに必要な機能を整備
 リスク情報活用の実践

フェーズ２で目指すもの（P.5,6）
 フェーズ１の成果の積極的活用
 研究開発の継続と成果の適用
 日常の発電所運転・保守管理について、RIDM活
用範囲を拡大

・外的事象の影響に対しては決定論的な評価を活用
・安全性向上評価にて既存の地震PRA等を活用

222022

 改善措置活動(CAP)
 コンフィギュレーション管理
の整備 運転中保全の導入検討

報告内容

2022 23

1. カーボンニュートラルを実現しうる
大容量電源としての原子力発電

2. リスク評価とリスク情報活用
3. リスク情報活用によるプラントの安全性評価
4. リスク情報活用によるプラントの効率的な

運転保守
5. リスク情報活用による新増設プラントの安全設計
6. 原子力リスク研究センターの取り組み
7. まとめ
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まとめ
 原子力発電は炭素を排出しない大容量電源であり、2050年のカーボン
ニュートラルに寄与できるポテンシャルをもつ。

 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓から、原子力発電に潜在する
リスクを直視し、十分な安全性確保を前提とした発電所運用により、
一般からの信頼を獲得することが不可欠。

 2050年に「原子力+CO2回収前提火力」で総発電電力量の約30-40％
（第6次エネルギー基本計画）を可能とする設備容量確保のためには、
既存炉の早期再稼働、長期運転の実現、新増設/リプレースが必要。

 さらに、高い安全性の下でより経済性の高い原子力発電を実現するには、
従来の決定論的判断のみでは限界があり、安全規制と発電所運用に
リスク情報活用意思決定の導入が重要。

 原子力リスク研究センターでは、国内原子力発電へのリスク情報
活用導入のため、必要なPRA技術の開発とリスク情報を活用した
意思決定の事業者支援を行っている。

2022 24

7. まとめ

2022 25

ご清聴ありがとうございました
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研究報告会2022

2022年11月10日

2022

【個別報告2】

安定かつ経済的な需給計画・運用に
貢献する再エネ出力予測

電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部
研究統括室

副統括室長 兼 課題統括（再エネ出力予測）上席研究員
由本 勝久

本報告でお伝えしたいこと

2022 1

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、再生可能
エネルギー（再エネ）を主力電源として最大限導入する

しかし、導入の中心となる太陽光発電（PV）・風力発電
は自然変動電源と呼ばれ、天気によって出力が変化する

需給運用を安定かつ経済的に行うには
①予測精度の向上、
②予測大外しの検知、
③低出力現象の分析と長期予測 が重要な技術課題

大量導入すると需要と供給を
バランスさせるのが困難にな
るとの懸念
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報告内容

2022 2

１．電力システムの需給計画・運用におけ
る予測の重要性

２．当所の再エネ出力予測の基盤技術

３．再エネ大量導入時の需給計画・運用に
貢献する予測技術の開発

４．まとめ

報告内容

2022 3

１．電力システムの需給計画・運用におけ
る予測の重要性

２．当所の再エネ出力予測の基盤技術

３．再エネ大量導入時の需給計画・運用に
貢献する予測技術の開発

４．まとめ
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2022 4

再エネ出力の前日予測と2時間前予測より定める

短時間変動用の調整力
＋出力変化が困難な電源,等PVの出力制御分

PV出力の差引分

電力需要
残余需要

残余需要＝「電力需要」－「再エネ（PV）出力」
PV以外の供給力が分担する分

電
力
需
要
、
残
余
需
要
（
万

kW
）

「PV以外の
供給力」を
大きく変化

※PV以外の供給力：揚水動力
や連系線融通も含める等、こ
こでは詳細を省いて示してい
る。

1.電力システムの需給計画・運用における予測の重要性

火力などの
調整力を停止

火力などの
調整力を起動

“下げ代不足”

・供給力，調整力
・再エネ出力制御
の準備の適正化に
予測が不可欠

再エネ大量導入時の需給運用の難しさの例
（１）

再エネ大量導入時の需給運用の難しさの例
（２）

 下振れ（再エネの実出力が予測を下回る場合）
 調整力が不足するため、時間前市場からの調達や他エリアから
の融通が必要➡追加量の検討が必要

 上振れ（再エネの実出力が予測を上回る場合）
 調整力に余剰が出て、経済性に懸念➡調達を減らす検討が必要
2022 5

調整力の必要量を、最大に近い予測誤差に基づき計算
➡誤差が大きいとそれだけ必要量が増大

当日断面

前日

調整力※の取引と時間前市場のスケジュール

再エネ出力予測
誤差の増大によ
り、調整力の市
場調達が複雑に

1.電力システムの需給計画・運用における予測の重要性

※3次調整力②のこと。
再エネ出力の予測誤差
に対応する。

参考：送配電網協議会、「需給調整市場とは」
第３０回需給調整市場検討小委員会 資料２
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再エネ大量導入時の予測の重要性

 PV・風力発電は日射や風の変化で出力が変化する

2022 6

大量導入した場合、供給力・調整力
を大きく変化させねばならない

 需給バランスを適切に維持するには、予測が不可欠
 導入量が増えるにつれて予測誤差の大きさそのものも増大するた
め、これを考慮すると需給の調整が複雑化

当所では、予測精度の向上のみならず、将来の需給運用
の実務への貢献を考えた予測技術の開発を進めている

1.電力システムの需給計画・運用における予測の重要性

“出力予測技術の高度化が不可欠”

報告内容

2022 7

１．電力システムの需給計画・運用におけ
る予測の重要性

２．当所の再エネ出力予測の基盤技術

３．再エネ大量導入時の需給計画・運用に
貢献する予測技術の開発

４．まとめ
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再エネ出力予測技術

 気象衛星データ解析による日射予測（SoRaFAS）
 数値気象モデルによるPV・風力発電出力予測（NuWFAS）
 統計手法による残余需要予測

2022 8

当所が保有する予測の基盤技術

予測技術の一般的な適用範囲

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

画像データを日射量に変換

当所開発の日射予測・解析システム
（SoRaFAS）

2022 9

Solar Radiation Forecasting and Analysis System

3時間前 1時間前 現在
可視画像：雲の移動方向・速度を同定
赤外画像：雲の種類を同定

電中研報告N18003

10分~6時間後の雲の位置を予測

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術
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当所開発の気象予測解析システム
（NuWFAS）

2022 10

Numerical Weather Forecasting and Analysis System

計算機上で仮想の地球の大気の動きをシミュレーション
物理学や化学の法則に基づいて時間変化を計算

気象庁の
全球気象予報データ
（空間解像度20km）

（空間解像度3～5km）

6時間～3日先の
気温
風速
降水量
日射量
など

入力 気象モデル
（WRF）

出力

出典：気象庁WWW「数値予報とは」
https://www.jma.go.jp/jma/kisho
u/know/whitep/1-3-1.html

WRF：Weather Research 
and Forecasting
米国大気研究センター(NCAR)
などが開発した数値気象モデル

電中研報告N09024

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

統計手法による残余需要予測

2022 11

気象庁
MSM

気象予測値

NuWFAS
日射予測結果

SoRaFAS
日射予測結果

カレンダ情報
曜日、季節など

予測に有用な地点の
気象データの抽出前処理

予測式の構築 PV出力予測
線形重回帰分析

電力需要予測
線形重回帰分析

エリア大のPV出力予測結果 エリア大の電力需要予測結果

残余需要予測値＝需要予測値－PV出力予測値

時刻×地点数×気象要素 時刻×地点数 時刻×地点数

対象エリアとの相関分析
予測の試行

予測計算

過去データ

電中研報告C20015

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

参考：比護他、電気学会B部門大会、No.13（2019）
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当所の予測技術の特徴

 気象に関する長年の研究の蓄積
耐風、耐雪、耐塩対策等に活用されてきた
➡電力設備の復旧支援・災害対応へ【個別報告４】

 予測システムの内製化
新技術を迅速に採用することが容易（例：積雪量予測）
柔軟・迅速に電気事業の新たなニーズに応えることが可能

 予測結果をWebベースで配信
ブラウザのみで結果を受信、閲覧可能
電力会社に実配信➡利用評価を基に改善・改良

 様々な専門分野の研究者とのコラボレーション
気象学 ・統計学 ・電力システム工学の有機的結合
（基盤技術）（手法改良）（適用先）
応用面、実用面に比重を置いて、ニーズを先取り

2022 12

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

報告内容

2022 13

１．電力システムの需給計画・運用におけ
る予測の重要性

２．当所の再エネ出力予測の基盤技術

３．再エネ大量導入時の需給計画・運用に
貢献する予測技術の開発

４．まとめ
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再エネ主力電源化に向けて

2022 14

安定かつ経済的な需給計画・運用のための
再エネ出力予測の重要技術課題

現在進行中の当所における取り組みを紹介

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発

①予測精度の向上

• 需給計画・運用に
おける経済性の向
上、など

②予測大外しの検知

• 調整力必要量の削減
• 再エネ出力制御量の
削減

• 需給ひっ迫の可能性
検討

③再エネの
低出力現象の分析と
出力の長期予測

• 需給ひっ迫の回避
• エネルギーセキュリ
ティの向上

• 長期の需給計画策定
（年間計画など）

技
術
課
題

活
用
先

①予測精度の向上

 複数予測技術の融合による精度向上
予測技術によって苦手・得意とする条件が異なるため、組合せ
効果で相互補完

 ローカルエリアでの予測精度向上
新しい適用先・プレイヤーでの活用

•マイクログリッドや需要地系統
• VPP（仮想発電所）やアグリゲータ事業者

2022 15

現在進行中の２件を紹介

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
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当所提案の複数予測技術の融合法

2022 16

NuWFAS

衛星画像に基づく予測 数値気象モデルに基づく予測

各予測技術の適用範囲
３時間先

SoRaFAS

24時間先

ブレンド手法
新予測結果＝α×SoRaFAS結果+β×NuWFAS結果

αとβはブレンド比率であり、予測対象時刻によって自動的に変える手法を開発

従来技術が苦手としていた、2時間先から3時間先の予測で
精度向上を確認

参考：橋本・由本、電気学会B部門大会，No.15（2022）

現況値

卸電力市場の当日市場（1時間前が最短）での調達に活用が期待

①予測精度の向上
3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発

ブレンド手法による日射予測結果

2022 17

0.0

40.0

80.0

120.0

160.0

200.0

240.0

280.0

30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 360

RM
SE
（

W
/m

2 ）

Lead Time (min)

       

SoRaFAS

NuWFAS

SoRaFAS+NuWFAS

― SoRaFASのみ
― NuWFASのみ
―ブレンド手法

2021年10月～12月 赤城試験センターでの結果
予測実施時刻：8:00,8:30,9:00,9:30の平均値

予測対象時間（分先）

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
①予測精度の向上

出典：橋本・由本、電気学会B部門大会、No.15（2022）

RMSE：平均2乗誤差の平方根
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ローカルエリアでの予測精度向上

2022 18

 スカパーJSAT様：センサ
全天画像+気象観測
数分先から15分先程度
（最大30分）

 電中研：衛星画像
SoRAFAS
30分先から3時間先程度
（最大6時間）

プレスリリース2020年12月3日 https://criepi.denken.or.jp/press/pressrelease/2020/12_03press.pdf?v4

複合地上センサ予測と衛星画像予測のハイブリッド予測システム

各予測技術
の適用範囲

スカパーJSAT

電中研

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
①予測精度の向上

予測精度向上に向けた今後の研究の方向
 従来技術の改良、など
 AI・機械学習の適用（現在進行中※）
 IoT（Internet of Things：モノのインターネット）の融合

気象センサ等の観測装置を分散設置し、IoT技術によ
り気象データをリアルタイムに収集する
 数値気象モデルの初期値
 予測結果の精度検証用データ➡補正・補完にも

（洋上風力発電用の風速観測）
 AI・機械学習の学習データの蓄積

2022 19

➡複合地上センサ予測と衛星画像予測のハイブリッド予測システムは、
IoTの融合の初期技術

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
①予測精度の向上

今後注目したい
研究課題

※参考：
由本・比護他、平成28年 電気学会 B部門大会、120(2016)
菅野他、令和4年電気学会全国大会、6-213(2022)
菅野・野原、2022年度日本気象学会秋季大会、P439(2022)
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②予測大外しの検知

2022 20

翌日PV出力予測で大きな誤差が生じた回数
（年間8760時間に対する百分率）

予測大外しの検知に向けた、
アンサンブル予測に基づく確率予測の研究開発に着手

計算方法は、電中研報告C20008に記載

 翌日予測：13時30分に出力
 期間：2021年の1年間の毎日
 粒度：1時間単位
 誤差：導入設備量に対する比

回数は少ないものの
予測大外しは生じる

±20％を超える誤差 1.6％
±30％を超える誤差 0.3％

大外しにどう備えるかが
重要と認識

※一つの予測値を求める「決定論
的予測」では限界がある

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発

決定論的予測の結果例

アンサンブル予測とは

2022 21

複数の予測を同時に求める予測法

③バタフライ効果
のため、予測結果
に拡がりが生じる

アンサンブルメンバー：個々の予測のこと

電中研報告C19005

東北エリアを対象に
NuWFASを用いて計算した例

pu(per unit)：定格容量を1.0とした発電出力の比

風
力
発
電
出
力

(p
u)

②各初期値
に対し、数
値気象モデ
ルを計算

①初期値に
小さな摂動
を与え、複
数の初期値
を生成

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
②予測大外しの検知
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確率予測による予測の信頼性評価

2022 22

PV出力予測の信頼性が高い事例PV出力予測の信頼性が低い事例

アンサンブル予測を確率論的に表現

pu(per unit)：定格容量を1.0とした発電出力の比
電中研報告C20008、電中研Annual Report 2020

信頼区間：アンサンブルメンバーが含まれる確率

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

5:
00

7:
00

9:
00

11
:0

0

13
:0

0

15
:0

0

17
:0

0

19
:0

0

出
力
（

PU
）

2020年8月26日

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

5:
00

7:
00

9:
00

11
:0

0

13
:0

0

15
:0

0

17
:0

0

19
:0

0

出
力
（

PU
）

2020年5月6日

実測値
中央値

90％信頼区間
50％信頼区間

気圧配置：東シナ海に低気圧

気圧配置：安定した夏型
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出
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中国エリアを
対象にした翌日PV出力予測の例

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
②予測大外しの検知

予測大外しの検知に向けた今後の研究の方向
 第１ステップ：信頼区間・確率予測の使用性向上

 区間の幅から予測の信頼性を定量評価
➡再エネ出力制御の所要量等の検討に活用

 第２ステップ：予測大外しと気象条件との関係性評価
 大外しが起こり易い気象条件の抽出と分析・評価方法の開発

 第３ステップ：気象条件ごとの予測誤差の発生確率
 予測大外しの可能性を把握

2022 23
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3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
②予測大外しの検知
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③再エネの低出力現象の分析と出力の長期予測

 自然変動電源（PV、風力）の出力特性
 変動性➡これまでの報告内容
 間欠性

雨や無風で出力低下が長期間に亘ること

 間欠性について
 出力が非常に低い無光無風期間（Dark Doldrums, Wind

Drought ）が欧米で問題
 ドイツでは2017年1月中旬から下旬、オランダでは2018年4月

30日に実際に起こり、系統に影響があったと報告

2022 24

研究の背景

 日本でも再エネの低出力現象があるのではないか
 エネルギーセキュリティ上の懸念になるのではないか

Doldrums：無風状態
Drought：干ばつ

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発

参考：Bowen Li, et al., Wind Energy, Volume24, Issue1(2021) 

当所における低出力現象に関する研究

2022 25

機械学習により
両者の関係を学習

PV・風力出力
実測値(2017-2019)

風速・日照時間・気温
実績(2017-2019) 

風速・日照時間・気温
実績(1978-2019) 

PV・風力出力
推定データ（1978-2019）推定モデル

推定モデル
構築

過去のPV・風力出力を推定

推
定
デ
ー
タ

(p
u)

42年分

2017-2019
のデータの比較

1時間ごとのでんき予報
1時間ごとのアメダスデータ

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
③再エネの低出力現象の分析と出力の長期予測

参考：Ohba et al. , Renewable and Sustainable Energy Reviews, 155, 2022.

pu(per unit)：
定格容量を 1.0
とした発電出力
の比

風力出力 太陽光出力

実績出力(pu)
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2022 26

42年 (1978-2019)分の推定データの結果（東北エリア）
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3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
③再エネの低出力現象の分析と出力の長期予測

pu(per unit)：
定格容量を 1.0
とした発電出力
の比

参考：Ohba et al. , Renewable and Sustainable Energy Reviews, 155, 2022.

合計出力0.1 pu以下が
5日連続

合計出力0.1 pu以下が
3日連続

合計出力0.1 pu以下が
24時間連続

年間で発生し
た回数の百分率

導入比率をPV：風力＝3：1とした場合の試算結果 42

長期予測に向けた今後の研究の方向

 低出力現象について
 洋上風力も含めた低出力現象の分析とデータの蓄積
 無光無風が発生する条件の気象学的検討

 長期予測について
 チャレンジングな課題
 まずは地球規模の気象現象（エルニーニョ等）と日本域で
の日射・風速との関係性の解明からスタート

2022 27

 出力予測の対象スパン：現在は３日先程度まで➡一週間先（週間
計画での活用）

 エネルギーセキュリティの検討➡長期（例えば3カ月以上）の
PV・風力の発電電力量予測

3.再エネ大量導入時の需給計画・運用に貢献する予測技術の開発
③再エネの低出力現象の分析と出力の長期予測

今後のニーズ
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報告内容

2022 28

１．電力システムの需給計画・運用におけ
る予測の重要性

２．当所の再エネ出力予測の基盤技術

３．再エネ大量導入時の需給計画・運用に
貢献する予測技術の開発

４．まとめ

まとめ
 2050年カーボンニュートラルに向け
➡需給計画・運用を安定かつ経済的に行うために、出力
予測の高精度化・高度利用が不可欠

 PV・風力が大量導入された場合、予測精度向上・大外
し検知・長期予測が重要な課題

 当所では、SoRaFAS・NuWFAS・統計手法による予測
システムを開発
➡これらをベースとして新たな予測技術の開発を進捗中

2022 29

4.まとめ

当所では、再エネ主力電源化に向け、
安定かつ経済的な需給運用に貢献する

予測技術の開発を推進します
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ご清聴ありがとうございました
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電力システムにおける需給計画・運用
 一般送配電事業者では、想定した将来の電力需要・再エ
ネ出力に対し、需要と供給をバランスでき、需要を上回
る供給力を確保する計画を策定している（需給計画）

 時々刻々変化する当日の電力需要に合わせて発電機出力
等を調整する（需給運用）

2022 34

年間需給計画：翌年、翌々年の月単位
月間需給計画：翌月、翌々月の週単位
週間需給計画：翌週、翌々週の日単位

需給運用：需給計画に従って準備した発電機
の出力を調整

日間需給計画：翌日、翌々日の時間単位

当日

粒度の
細かい計画

へ

当日

1.電力システムの需給計画・運用における予測の重要性

10 11 12 13

予
測
、
発
電
機
定
格
出
力

時刻

PV出力予測 発電機A 発電機B
発電機C 発電機D 発電機E
発電機F

需給計画の例

PV出力予測と発電機の定
格出力の合計が、需要予
測を上回り、かつ燃料費
が最も経済的になるよう
計画

2022 35

発電機D,E起動

発電機D,E停止

発電機D,E,F起動
需要予測を上回る分は予備力

翌日の発電機起動停止計画の策定イメージ

PV出力予測

電力需要予測

1.電力システムの需給計画・運用における予測の重要性
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SoRaFASによる日射の推定・予測

2022 36

 日射の推定：衛星画像から直接変換
（1分間隔、1km解像度）

 日射の予測：10分間隔、6時間先まで
（実用的には2～3時間先まで）

SoRaFAS画面例
2022/07/20 14:00の日射推定結果

2022/07/20 14:00提供の過去実績と
予測結果のグラフ

（九州地方8気象官署での観測値の平均）

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

※推定：これまでの各時点での日射推定結果
※予測（衛星）：今後の日射予測結果

SoRaFASによる予測結果

2022 37

0

500

1000

6:00 8:00 10:00 12:00 14:00 16:00 18:00

日
射
量
（

W
/m

2）

観測値
予測提供：8時
予測提供：12時

九州地方8気象官署での日射量の平均値をプロット（2022/07/20）

予測提供時刻 1時間後 2時間後 3時間後4時間後
9時00分 83 104 145 171 
10時00分 81 129 170 144 
11時00分 102 143 116 88 

日射量予測誤差 期間RMSE
（当所 赤城試験センター：2021/10~2021/12）

2021年
10月

2021年
11月

2021年
12月

月最大 844 811 675 
月平均 292 310 262 

（参考）
赤城試験センターでの

観測結果

10分値、W/m2

RMSE：平均2乗誤差の平方根

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

10分値、W/m2
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NuWFASによるPV・風力出力予測

2022 38

水平格子解像度：最小で1km程度
予測時間先：最長で1週間程度
予測時間刻み：最小で30分程度

風速・降水量と日射量の分布を表示した例（動画も可能）

3日先までの予測結果画面例
上から、相対湿度、気圧、日射量

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

NuWFASによる予測結果例

2022 39

― 基本予測（統計補正） ― 観測値 ― 補正前

風
力
発
電
出
力

(p
u)

風風力力予予測測誤誤差差 PV予予測測誤誤差差

6時間先まで 7.4 7.5
6時間から12時間先まで 8.2 7.8
12時間から18時間先まで 8.4 8.1
18時間から24時間先まで 8.8 8.3
24時間から30時間先まで 9 8.8
30時間から36時間先まで 9.5 9.1

NuWFAS基本予測による予測誤差 年間RMSE（定格容量％)

2017年 東北エリアの例

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術

RMSE：
平均2乗誤差の
平方根

電中研報告C19005、C20008
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残余需要予測システム

2022 40

プロトタイプの配信画面例

エリア大の当日・翌日の
電力需要とPV出力の予測
を30分単位で表示
実績・予測：でんき予報
当日9時実施予測：

翌日24時までの予測
前日9時実施予測：

当日24時までの予測

※ブラウザで表示

現在、システム
を構築中

2.当所の再エネ出力予測の基盤技術
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【個別報告３】

分散型エネルギー資源を活用する
需要地系統の実現に向けた取り組み

研究報告会2022
2022年11月10日

研究推進マネージャー（地域ネットワーク）上席研究員
八太 啓行

電力中央研究所 グリッドイノベーション研究本部
ENIC研究部門

本報告でお伝えしたいこと

2022 1

 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、太陽光発
電（PV）や風力発電など再生可能エネルギー（再エネ）
の最大限導入が進められている

需要サイドにおいては、蓄電池や電気自動車（EV）な
どの普及が見込まれる

 再エネの更なる導入拡大を実現するため、今後、電力
系統の需要側では、分散型エネルギー資源（DER）と
の協調により、一定のエリア内で再エネ電力を地産地
消する需要地系統の実現を考えていく必要がある

分散型エネルギー資源（DER）：再エネ、蓄電池、EV等
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報告内容

2022 2

１．カーボンニュートラル実現に向けた需
要地系統の課題

２．分散型エネルギー資源の活用

３．分散型エネルギー資源の活用に関する
当所の取り組み

４．まとめ

報告内容

2022 3

１．カーボンニュートラル実現に向けた需
要地系統の課題

２．分散型エネルギー資源の活用

３．分散型エネルギー資源の活用に関する
当所の取り組み

４．まとめ
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カーボンニュートラルを実現する将来系統

2022 4

大規模
需要地系統

遠方の再エネ電力等
を利用

AC
／
DC

AC/DC

大規模
再エネ発電所

発電所

発電所
中規模

需要地系統
再エネ、蓄電池等に
よる地産地消

小規模
需要地系統

(一部はオフグリッドも）

DC／AC
長距離HVDC
（高圧直流送電）

交流500kV
送電線

基幹系統

協調制御

 カーボンニュートラル実現に向け、再エネを最大限導入
 基幹系統：風力など大規模、需要地系統：PVなど小規模

 基幹系統と需要地系統で協調制御
 需要地系統では、可能な限り地産地消（設備増強抑制、損失低減）

1. カーボンニュートラル実現に向けた需要地系統の課題

需要地系統

2022 5

1. カーボンニュートラル実現に向けた需要地系統の課題

 需要地系統とは、複数の配電用変電所を含む一定のエリ
アの電力系統。今後は、再エネ電源などDERの普及拡大
が見込まれ、需要地系統におけるDERの活用を考える必
要がある。
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カーボンニュートラル実現に向けた課題

2022 6

1. カーボンニュートラル実現に向けた需要地系統の課題

需給バランスの維持
 系統全体の発電と需要を
バランスさせ、周波数を
維持

系統安定性の確保
 再エネ（インバータ型電
源）が主体となる系統に
おける系統安定性の確保

基幹系統 需要地系統
電圧の適正化

 再エネ導入拡大時の電圧適正
化

過負荷の防止
 送配電線の混雑緩和と、過負
荷の防止

安定供給の確保
 DERによる需給バランス等、
安定供給の確保

 カーボンニュートラルの実現に向けて、再エネの最大限導入が進むと、
電力の安定供給を確保するため、基幹系統と需要地系統では以下の課
題を解決する必要がある。

今回は、需要地系統について報告する

報告内容

2022 7

１．カーボンニュートラル実現に向けた需
要地系統の課題

２．分散型エネルギー資源の活用

３．分散型エネルギー資源の活用に関する
当所の取り組み

４．まとめ
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分散型エネルギー資源の活用

2022 8

系統側の運用・制御の高度化
 状態監視・推定（センサ、スマートメータ）
 電圧制御機器

再エネの制御
 有効電力制御、無効電力制御
 系統連系規程、VPP

蓄電池・EV等の活用
 直接制御
 VPP、DR

 需要地系統における課題への対応方法は、大きく系統側、
再エネ制御、蓄電池・EV活用の３通りが考えられる。

系統側の制御に加えて、
需要側の分散型エネル
ギー資源（再エネ・蓄
電池・EV等）の活用
が期待されている

2. 分散型エネルギー資源の活用

※ VPPとDRは後のスライドで説明

分散型エネルギー資源の活用法（VPP）

2022 9

運用者が、多数の分散型電源や蓄電池等を組み合わせ
て、仮想的な発電所（バーチャルパワープラント：
VPP）として統合運用する。

VPP運用者

家庭用機器、蓄電池 電気自動車 ビル・工場等の
自家発電、蓄電池

分散型電源・蓄電池等を組み合わせて
仮想的な発電所として統合運用

2. 分散型エネルギー資源の活用
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分散型エネルギー資源の活用法（DR）

2022 10

下げDR
 対象となる時間帯の需要を減らすDR
 需給逼迫時やピーク時間帯の需要削
減に利用できる

上げDR
 対象となる時間帯の需要を増やすDR
 再エネの余剰電力（昼間のPV等）
抑制に利用できる

時 刻

時 刻

電
力
需
要

電
力
需
要

下げDR

上げDR

DR（デマンドレスポンス）とは、電気料金やインセンティブ
により、電力需要カーブの変化を誘導すること。需要家が保
有する分散型エネルギー資源は、DRによる活用が期待される。

2. 分散型エネルギー資源の活用

ピーク削減

余剰電力抑制

オフグリッド（独立型マイクログリッド）

2022 11

 将来的には、需要地系統の一部を基幹系統から切り離して、
独立型のマイクログリッドとして運用することも考えられる

災害時の独立運用 常時の独立運用

基幹系統

独立型
マイクログリッド

災害時に切り離し 常時独立

目的：災害時のレジリエンス強化 目的：配電設備維持コストの低減

需要地系統

基幹系統

独立型
マイクログリッド

需要地系統

2. 分散型エネルギー資源の活用
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報告内容

2022 12

１．カーボンニュートラル実現に向けた需
要地系統の課題

２．分散型エネルギー資源の活用

３．分散型エネルギー資源の活用に関する
当所の取り組み

４．まとめ

本報告で紹介する取り組み

2022 13

 電圧の適正化
 分散型エネルギー資源を活用した電圧制御方式

 過負荷の防止
 アグリゲータによるDER運用を考慮した需要
地系統の運用法

 EV充電シフトの配電系統への影響評価
 ローカル市場の調査

 安定供給の確保
 地域マイクログリッド運用の技術課題

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み
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分散型エネルギー資源による電圧制御

2022 14

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

分散型エネルギー資源を活用した電圧制御方式の開発
需要家間の通信を用いて適切に無効電力制御を行うロー
カル自律制御方式を開発

需要家間で、電圧・力率等の情報を共有することにより、
それぞれが自端制御を行うよりも有効な電圧制御が可能

1秒周期の通信により、同じ低圧配電系統の
需要家間で、電圧等の情報を共有

必要最小限の無効電力で
電圧を適正範囲に制御

電圧制御方式の実証

2022 15

開発した電圧制御方式の実証
当所の赤城試験センターで、通信の応答性や実需要家設備
との制御干渉まで含めた有効性を実証

需要家間の通信には、GOOSE（国際規格 IEC 61850の通
信方式の一つ）に準拠した通信方式を適用

NEDO事業「再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代
電力ネットワーク安定化技術開発」2019～2021年度

低圧模擬線路装置 需要家模擬電源装置

変電所

分散電源室

赤城試験センターの
配電系統

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み
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本報告で紹介する取り組み

2022 16

 電圧の適正化
 分散型エネルギー資源を活用した電圧制御方式

 過負荷の防止
 アグリゲータによるDER運用を考慮した需要
地系統の運用法

 EV充電シフトの配電系統への影響評価
 ローカル市場の調査

 安定供給の確保
 地域マイクログリッド運用の技術課題

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

アグリゲータによるDER運用模擬手法の開発

2022 17

分散型エネルギー資源の経済運用を模擬
 需要家個別運用およびアグリゲータによる集中運用を考慮

様々な条件設定
 対象地域、PV・蓄電池・HP給湯機普及率、EV普及台数、他

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み
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アグリゲータによるEV群の運用を模擬する手法

2022 18

アグリゲータ

充電器への接続状態を
考慮する必要がある

電力市場 気象予測

出典：T.Mannari, H.Hatta, “Analysis on the effect of V2G aggregation on distribution network based on traffic 
simulator”, CIRED Workshop 2022, 1348

 EVの充放電を活用する場合、EVが充電器に接続されていないと制御対象
にならないため、充電器への接続状態を考慮する必要がある

 充電器への接続状態を考慮して、アグリゲータによるEV群の充放電制御
を模擬する手法を開発

シミュレーション結果に基づき、各EVの充
電器への接続状態を考慮したグループ分け

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

アグリゲータによるDER運用を考慮した
需要地系統の運用法に活用していく

EVの充電シフトに関する実証事業

2022 19

出典：SIIウェブサイト、令和4年度 ダイナミックプライシングによる電動車の充電シフト実証事業 公募情報 を参考に作成

 2020年度から、国の補助事業として、EVの充電シフトに関する実証
事業「ダイナミックプライシングによる電動車の充電シフト実証事
業」が行われている

 電力市場価格等に連動したダイナミックプライシング（DP）により
EV充電を誘導し、再エネを有効活用

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

 電気料金が高い時間帯
 充電しない → 需給逼迫の緩和

 電気料金が安い時間帯
 充電する → 再エネの有効活用
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EV充電シフトの配電系統への影響評価

2022 20

配電用
変電所

約4km

6.6kV 配電線

始端 中間 末端

 DPによりEVの充電を昼間にシフトすることによる配電系
統への影響評価を実施

出典：八太啓行，萬成遥子，高橋雅仁, 「ダイナミックプライシングによるEV充電シフトの配電系統への影響評価」, 電気学会 電力・
エネルギー部門大会, 220, 2022

住宅地域配電系統モデルを用いたシミュ
レーションにより、配電線潮流および電
圧への影響を評価

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

DPなし

DPあり

シミュレーション結果

2022 21

 シミュレーションにより、配電線潮流および電圧の変動
幅を抑制できることを確認

潮流の変動幅
（一日の最大値と最小値）

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

出典：八太啓行，萬成遥子，高橋雅仁, 「ダイナミックプライシングによるEV充電シフトの配電系統への影響評価」, 電気学会 電力・
エネルギー部門大会, 220, 2022

DPによる電圧上昇の抑制量

DPによる電圧低下の抑制量
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ローカル市場の調査

2022 22

 VPPやDRにより、DERを需要地系統の潮流管理（過負荷
防止など）に活用するためには、様々なプレイヤーが相互協調
する必要がある

 系統運用者、アグリゲータ、再エネ発電事業者、小売電気事
業者、需要家

 DERを需要地系統の制御に活用することに対して、適切な対
価を得られることも重要

 市場の活用も考えられるため、当所ではローカル市場の調査を
行っている

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

英国のローカル市場の調査

2022 23

 piclo flex（混雑管理用ローカル市場）
市場の特徴
目的
配電増強の繰り延べ（ピーク対策）
設備故障による供給支障への対策

運用開始：2019年2月
特徴
発電機の出力増加、並びに需要減少
を入札する。

地域配電事業者の指令に応じて制御
する。

 過去の取引情報が得られるため価格情報
も収集可能。

発電事
業者、
アグリ
ゲータ

DSO
（配電系統
運用者）

Flexibility価値

需要削減
発電機出力増

piclo flex市市場場開開催催のの案案内内画画面面のの例例[1]

市市場場ににおおけけるる商商品品ととおお金金のの流流れれ

 出所 [1] piclo flex: “Competitions”, https://picloflex.com/dashboard （最終確認日2021年10月26日）

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み
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本報告で紹介する取り組み

2022 24

 電圧の適正化
 分散型エネルギー資源を活用した電圧制御方式

 過負荷の防止
 アグリゲータによるDER運用を考慮した需要
地系統の運用法

 EV充電シフトの配電系統への影響評価
 ローカル市場の調査

 安定供給の確保
 地域マイクログリッド運用の技術課題

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

地域マイクログリッド

2022 25

 災害等による大規模停電時に、上位系統から切り離して自立的運
用を行う地域マイクログリッドが考えられている

 2021年度から、国の補助事業「地域マイクログリッド構築事業」
が開始され、国内の複数地点でマイクログリッド実証設備の構築
が進められている

実施場所 地域マイクログリッドの概要
神奈川県小田原市 PV設備・蓄電池等を活用
沖縄県宮古島市 PV設備・蓄電池等を活用
北海道釧路市 PV設備・バイオマス発電設備・蓄電池等を活用
千葉県いすみ市 PV設備・蓄電池等を活用
北海道松前町 PV設備・風力発電設備・蓄電池等を活用
群馬県上野村 PV設備・蓄電池等を活用

（出所）SII webページを参考に作成： https://sii.or.jp/microgrid03/

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み
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地域マイクログリッドに関する当所の取り組み

2022 26

いすみ市マイクログリッド構築事業（主：

NEDO事業「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた
次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」
 2022年度からのNEDO事業の一部として、地域マイ
クログリッドの技術的な課題（小規模系統の運用・
保護等）への対策技術の開発と実証評価を実施する。

3. 分散型エネルギー資源の活用に関する当所の取り組み

 いすみ市に地域マイクログリッ
ドを構築する前に、当所の赤城
試験センターにおいてマイクロ
グリッドシステムの事前検証試
験（ブラックスタート、需給調
整等）に協力する。

（株）関電工）

報告内容

2022 27

１．カーボンニュートラル実現に向けた需
要地系統の課題

２．分散型エネルギー資源の活用

３．分散型エネルギー資源の活用に関する
当所の取り組み

４．まとめ
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まとめ

2022 28

４. まとめ

カーボンニュートラルの実現に向け、需要地系統では
分散型エネルギー資源を活用したエネルギーの地産地
消を考えていく必要がある。

このため、当所では需要地系統における分散型エネル
ギー資源の活用方法や影響評価など、様々な研究開発
の取り組みを進めている。

分散型エネルギー資源を活用するためには、需要地系
統の運用・制御技術を確立する必要がある。また、技
術課題に加えて、ローカル市場の活用など制度面の取
り組みも必要である。

2022 29

ご清聴ありがとうございました
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用語集

2022 30

需要地系統 複数の配電用変電所を含んだ一定のエリアの電力系統。
再エネ電源や分散型エネルギー資源の普及拡大が見込
まれている。

アグリゲータ 多数の電源・蓄電池等を集約し、発電や需要の調整を
指示することにより電力を供給する事業者。

マイクログリッド DER等を活用して独立運用する小規模の電力系統。
Electric Vehicle (EV) 電気自動車。蓄電池を搭載し、電気で走行する自動車。
Virtual Power Plant 
(VPP)

バーチャルパワープラント。多数の分散型電源や蓄電
池等を組み合わせて、仮想的な発電所として統合運用
すること。

Demand Response 
(DR)

デマンドレスポンス。電気料金やインセンティブによ
り、電力需要の変化を誘導すること。

Distributed Energy 
Resource (DER)

再エネ、蓄電池、EV等の分散型エネルギー資源。

Dynamic Pricing (DP) ダイナミックプライシング。電力需給状況に応じて動
的に価格を設定すること。

参考文献

2022 31

1. T.Mannari, H.Hatta, “Analysis on the effect of V2G aggregation on distribution 
network based on traffic simulator”, CIRED Workshop 2022, 1348.

2. SIIウェブサイト, 令和4年度 ダイナミックプライシングによる電動車の充電シフト実証事
業 公募情報.

3. 八太啓行，萬成遥子，高橋雅仁, 「ダイナミックプライシングによるEV充電シフトの配電
系統への影響評価」, 電気学会 電力・エネルギー部門大会, 220, 2022.

4. piclo flex: “Competitions”, https://picloflex.com/dashboard .
5. SIIウェブサイト、地域マイクログリッド構築事業, https://sii.or.jp/microgrid03/.
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【個別報告４】

電力システムの災害レジリエンス強化と
カーボンニュートラル社会に向けた対応

研究報告会2022

2022年11月10日

研究統括室 流通土木分野統括 副研究参事 石川 智已

電力中央研究所 サステナブルシステム研究本部

構造・耐震工学研究部門 主任研究員 湯山 安由美

本報告でお伝えしたいこと

2022 1

災害レジリエンスを強化する方策として、
「抵抗力」と「回復力」の向上

が考えられる。それに関連した当所の研究成果
を紹介する。

今後、CN社会に向け電力システムも変化して
いく。災害レジリエンスの観点から、その変化
に対して今から検討しておくべき課題も生じる。
本報告では、その変化に対する課題を整理し、
解決に向けた当所の今後の取り組みを示す。
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報告内容

2022 2

１．災害レジリエンス強化の基本的考え方

２．設備被害を軽減する技術

３．早期災害復旧を支援する技術

４．災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定
支援に資する技術

５．CN社会に向けた次世代電力システム構築に
おける自然災害への備え

報告内容

2022 3

１．災害レジリエンス強化の基本的考え方

２．設備被害を軽減する技術

３．早期災害復旧を支援する技術

４．災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定
支援に資する技術

５．CN社会に向けた次世代電力システム構築に
おける自然災害への備え
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災害レジリエンスとは

2022 4

Robustness
（頑強性）

Redundancy
（冗長性）

Rapidity
（迅速性）

Resourcefulness
（豊富さ）

Resilience

レジリエンスと4つのR 性能（供給力）

100％

抵抗力
（頑強性、冗長性）

性能
低下

時刻

回復力
（迅速性、豊富さ）

レジリエンス指標（例えば面積。
効果の見える化に活用）

レジリエンス
の強化

回復時間
目標回復時間

t0 t1 t2秋山・石橋（2019）より作成

1. 災害レジリエンス強化の基本的考え方

電力システムのレジリエンスを考えるにあたり、供給力だけでなく、
需要の低下・回復性、需要側資源の活用も考慮する必要がある。

建築雑誌（2020）より作成

電力システムのレジリエンス強化に寄与する
具体的対応策例（技術）のマッピング

2022 5

1. 災害レジリエンス強化の基本的考え方

①抵抗力の向上
（供給力低下量の抑制）

②回復力の向上
（供給力の早期回復）

早期災害復旧設備被害の軽減 系統構成
・冗長化

系統切替 電源車
派遣

復旧資源確保
（備蓄・応援派
遣含む）

地域間融通

自家発電・蓄電
設備の導入

供
給
側
（
電
気
事
業
者
） 代替供給力

確保

復旧資源の事前最
適配置・運用

防災訓練

設備・復旧工法の
統一化

①抵抗力＋②回復力の向上
（需要側資源などの活用）

節電・省エネ
設備の導入

非常用
電源設置

代替地生産

配電設備の台風
時早期復旧支援送電設備の地域風速

災害時に強い設備形成の検討や
復旧・復興戦略策定

…

設計・対策
被害予測・
早期把握

【個別報告】(4)で紹介する項目

需
要
側

マイクログリッド
の導入

【個別報告】(3)で紹介

メンテナンス

大規模地震時需給バランス評価
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報告内容

2022 6

１．災害レジリエンス強化の基本的考え方

２．設備被害を軽減する技術

３．早期災害復旧を支援する技術

４．災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定
支援に資する技術

５．CN社会に向けた次世代電力システム構築に
おける自然災害への備え

設備被害を軽減（抵抗力の向上）するには？

2022 7

ポイント：建設地点の立地環境（地理的、地形・地盤環境）
に応じた外力に基づく、一定水準以上の構造安全
性（抵抗力）の確保・維持（構造物単体）

2. 設備被害を軽減する技術

■長期にわたり安全性を維持していくために必要な視点
•高経年化への対応、適切なメンテナンス
（高経年化が進むなか、効率的かつ確実なメンテナンスの実施）
•マルチハザード
（地震と津波、強風と水害など）
•気候変動による影響
（環境変化による材料劣化、荷重の変化、対策品設置地域や効果の
変化など）
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地域の実情を踏まえた地域風速の評価

2022 8

2. 設備被害を軽減する技術

 地域風速は、地上10m10分間平均風速の再現期間50年に対する値
 長期気象気候再現計算DB※を用いて、極値統計解析により5km毎の地域風速を計算
 全国約150か所の気象官署における観測値を用いて信頼度の高い地域風速を算定し、長期

気象気候再現計算DBによる地域風速を補正して、地域風速マップを作成
※電中研気象予測解析システムNuWFASを用いて、1957年9月から2019年8月までに
日本周辺（沖縄除く）で発生した気象場の再現計算を行い、その結果をデータベース化

水平解像度5km

日々の気象を3次元的に解析

数十年分の
連続気象計算
・・・

1957年9月 2019年8月数十秒の時間間隔で細かく解析
（1時間おきの解析値をデータベース化）

過去62年分

電中研報告N18011 、N20007 

地域の実情を踏まえた地域風速の評価

2022 9

2. 設備被害を軽減する技術

地域風速マップ
（再現期間50年）

台風襲来頻度の高い九州～関東の太平洋側
で風速が大きくなっている

やまじ風など、おろし風※が発生することで有名な
地域において、局所的に風速が強まる現象を再現

引用：JEC-TR-00007-2015追補1（2020）
https://www.iee.jp/assets/jec/pdf/jec_regulation/supplementary/t
r-00007-2015-t1.pdf 図2.1－全風向基本風速マップ（高温季）

※山を越えた気流が増速して風下側
斜面に吹き降りる現象。地形と気象
条件により発生し、発生場所もある
程度決まっている。固有名詞がつけ
られていることが多い。1991年台
風19号ではやまじ風による鉄塔被害
が発生した。

沖縄諸島は、各気象官署における
地域風速を数表で提示
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地域性や構造物の応答特性を踏まえた設計

2022 10

2. 設備被害を軽減する技術

 送電用鉄塔設計標準JEC5101（電気学会電気規格調査会、発刊に向け準備中）
⇒「送電用支持物設計標準JEC127-1979」の40年ぶりの改正
⇒当所の研究成果（風荷重、着雪荷重、地震荷重）を反映

地域の実情を踏まえた安全性の確保

目次
1 適用範囲
2 用語および定義
3 一般事項
（許容応力度設計から限界状態設計法へ
損傷限界：再現期間50年）

4 荷重（等価静的荷重を基本）（Cigre 2022(B2)）
• 4.1 固定荷重
• 4.2 風荷重（電中研報告N18011 、N20007）
基本風速マップ、ガスト影響係数法

• 4.3 着氷雪荷重（電中研報告SS21006）
基本着雪厚マップ、重畳させる風荷重

• 4.4 地震荷重（電中研報告SS21008）
基本最大加速度マップ、層せん断力係数法

• 4.5 作業荷重
• 4.6 保安荷重

5 荷重効果の算定
（以下、省略）

基本着雪厚マップ
（着雪密度一定値（0.6g/cm3））

・再現期間50年に対する
着雪厚を表示

・メッシュ単位：0.05度
・粗度区分Ⅱ
・線種や線路走行角に
よらず適用可

電中研報告SS21006

報告内容

2022 11

１．災害レジリエンス強化の基本的考え方

２．設備被害を軽減する技術

３．早期災害復旧を支援する技術

４．災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定
支援に資する技術

５．CN社会に向けた次世代電力システム構築に
おける自然災害への備え
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停電の早期復旧を実現するためには？

2022 12

3. 早期災害復旧を支援する技術

令和元年台風15号及び台風19号の対応を踏まえた
電力レジリエンスワーキンググループ論点整理のポイント

ポイント１：迅速な情報収集・発信を通じた初動の迅速化、
国民生活に影響する電力復旧見通しの明確化

• 初動から現場確認等のための最大限の要員確保体制の構築
• 巡視効率化のためのドローン、ヘリ等の活用、情報の一元管理
• 迅速な被害・復旧予測

ポイント２：被害発生時の関係者の連携強化による早期復旧
• 電源車派遣の効率化、復旧手法・設備仕様の統一化
• 早期の停電解消を最優先する「仮復旧」方式の徹底
• 全ての事業者が協調し、復旧活動に従事するための仕組み作り
• 自治体への情報提供
• 倒木処理・伐採の迅速化
• 災害復旧費用の相互扶助

RAMPT/RESIの概要

2022 1313

• 台風による時々刻々の風速分
布や強風時間帯（突入から離
脱）を推定

• 配電柱の折損、倒壊、配電線
の断混線数の推定

• 災害時に関係者間で迅速に災害情
報を共有・蓄積

• 過去実績に基づき自動的に復旧時
間（見通し）を予測

Risk Assessment and Management 
system for Power lifeline – Typhoon
配電設備の台風被害予測システム

early power REStoration Information platform
早期電力復旧情報プラットフォーム

RESI

0

200000

400000

600000
最大停電戸数発生（停電ピーク）停電発生

事前準備（初動の迅速化） 応急復旧の実施（情報収集・共有）

RAMPT

3. 早期災害復旧を支援する技術

停
電
戸
数

時刻

1:50 6:00 12:00 18:00 0:00 6:00 12:00 18:00 0:00 12:00 18:00 0:006:00 12:00 18:00 0:006:00
9/6 9/7 9/8 9/9 9/10

RAMPT/RESI情報の活用期間（各社が参照するタイミング）

※RAMPT/RESIは、一般送配電事業者10社のご協力のもと試験運用中

経済産業省令和元年度補正予算および令和2年度第3次補正予算
「高圧ガス等技術基準策定研究開発事業（停電復旧見通しの精
緻化・情報共有システム等整備事業）」にて電中研が開発

復旧完了
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配電設備の台風被害予測システムRAMPT

2022 14

入力情報

【入力】

風向・風速分布 最大風速分布

被害数結果

営業所別の最大
風速、強風域突
入・離脱時刻等
の結果

【結果】

3. 早期災害復旧を支援する技術

・事前準備（人員・資材配置等）の検討
・事前応援派遣の検討
・台風通過後の応援派遣の検討

【活用】

 機能
・5日先までの風向・風速、被害数
等の予測・結果表示
 技術的特徴
・台風モデルの活用
・地表面粗度や地形影響を考慮
・個々の電柱強度、架線条件、架線
方向と風向の関係を考慮

・様々なデータベース（設備データ、
土地利用区分、微地形区分、樹木
近接度、累積降雨量など）を活用

・NuWFASともリンク
課題
樹木倒壊、飛来物、土砂災害等の
2次被害に対する推定精度向上

出典：石川他（2012）

15

各種情報の収集および収集した情報の
地図等への表示機能

復旧見通しの推定機能
停電ピーク以降、巡視未完了時にお
いてもAI自動計算により復旧見通し
を推定（算出値は原則非公開）

道路情報
（通行止）

通信情報
（災害時の

サービスエリア）

警報情報
（土砂崩れ危険
度・河川氾濫等）

気象情報
（雨量・風速等）

衛星情報
（土砂災害等）

SNS情報
（電力設備被害・
災害情報等）

各種情報の収集・表示 復旧時間推定ツール

RESIは、主に下記の２つの機能と過去災害データベース（アーカイブス機
能）を保有しており、他電力管内も含めた停電状況等の広域的な把握、停
電ピーク直後からの復旧時間推定、データアーカイブスによる停電推移の
把握や過去災害との比較等が可能

早期電力復旧情報プラットフォームRESI
3. 早期災害復旧を支援する技術

停電情報

現況（計算開始）
復旧実績から
傾きを推定

遅延要因（夜間等）
を付加

経験則に基づく幅
を持たせた推定停

電
戸
数

日時
2022 出典： Annual Report2021
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報告内容

2022 16

１．災害レジリエンス強化の基本的考え方

２．設備被害を軽減する技術

３．早期災害復旧を支援する技術

４．災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定
支援に資する技術

５．CN社会に向けた次世代電力システム構築に
おける自然災害への備え

大規模災害に対するレジリエンス

2022 17

４. 災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定支援に資する技術

 南海トラフ巨大地震等の大規模災害に対
し、設備被害を完全に防ぐことには限界
がある。
災害時に求められる機能水準(電力需要)
を推定した上で、それを満たすような
供給力を確保するというアプローチが
必要。

 国*でも稀頻度事象に対する電力システム
のレジリエンス強化策として、地域間融
通や需要抑制・分散策等、システム的・
複眼的な対策の必要性が議論されつつあ
る。
*経済産業省 電力安全小委員会 電気設備自然災害等対策WG
（2014年～）、電力レジリエンスWG（2018年～）

大規模災害に対する電気事業者の合理的かつ説明性の高い対応戦略の
策定支援を目的とした「災害時の電力需給バランス評価手法」を開発中

2011年東北地方太平洋沖地震による
発災当日の停電発生状況

80-100%
60-80%
40-60%
20-40%
20%

停電率

消防庁（2013）より作成
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災害時の電力需給バランス評価手法

2022 18

入力情報

社会・経済モデル群 設備被害・復旧モデル群

需給マッチング

電力設備の災害被害
・復旧実績DB

経験ベースの
確率モデル

フラジリティ関数 復旧モデル

損
傷
確
率

地震動強さ

復
旧
確
率

経過時間

経過時間

国勢調査、
経済センサス

地震・地震動
シミュレーション技術

地震情報
(想定地震動分布)

需要側情報
（世帯数、事業所数など）

電力系統情報
(設備立地、容量など)

地震を対象とした
評価フレーム

• 建物フラジリティ関数
• 生産能力の低下・回復モデ
ル

• ライフラインの被害・復旧
モデル

など

供給支障量の累積（面積）
＝“レジリエンス指標”

４. 災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定支援に資する技術

電
力
量

[M
W

]

需要量
供給量

発電所A

発電所B

発電所C

EQ4(Mw 6.8)

評価手法の適用例

2022 19

送電線

変電所、開閉所

発電所

＜仮想系統＞
• 発電所：3
• 変電所、開閉所：51
• 送電線：96
• 送電鉄塔：3,017
• 需要エリア：36

対象とする災害の
規模、評価の目的
に応じてモデル化
範囲を設定

４. 災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定支援に資する技術

断層(Mw6.8)

←需要（変電所単
位で配分）

出典：湯山他（2020）
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累
積
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量

[万
M

W
]

経過時間 [h]

④地域ごとのリスクの比較

①供給支障量の規模・期間
の評価

評価結果を活用した対応策の検討

2022 20

４. 災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定支援に資する技術

③ボトルネック設備の再評価

評価対象設備の拡大、将来像への適用を視野に拡張を実施中

②被災シナリオの多様性
の評価

対策への活用

（シミュレーションごとの被災パターン分析）

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 20 40 60 80 100

停
電
解
消
確
率

経過時間 [h]

ー供給支障が早期
に解消するエリア

ー供給支障が長期
化するエリア

電
力
量

[M
W

]

経過時間 [h]
（試行回数：2,500、最過酷ケース）

供
給
支
障
解
消
確
率

経過時間 [h]
（x時間以内に供給支障が解消する確率）

経過時間 [h]
（全発電設備の復旧所要時間を固定）

累
積
供
給
支
障
量

[万
M

W
]

送変電設備の被害件数
最大

上位5%

最小

出典：湯山他（2020）

• 最適な設備耐震化
• 復旧資源の事前
最適配置・運用

など

報告内容

2022 21

１．災害レジリエンス強化の基本的考え方

２．設備被害を軽減する技術

３．早期災害復旧を支援する技術

４．災害に強い設備形成や復旧・復興戦略策定
支援に資する技術

５．CN社会に向けた次世代電力システム構築に
おける自然災害への備え
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• 気象災害激化、
従来対策技術の有効性
検証の必要

• 再エネ発電ポテンシャ
ルの変化

CN社会・次世代電力システムとレジリエンス

2022 22

５. CN社会に向けた次世代電力システム構築における自然災害への備え

 CN社会・次世代電力システムでは、電力の生産・供給・消費のあり方
が大きく変化

災害レジリエンスへの影響を考慮し、電力システムを進化させる必要性

地域間連系線増強

再エネの
導入拡大海域利用

ゼロエミッション
火力

長距離
直流送電

電化推進（EV・蓄電池・エコキュートなど）

省エネ、エネルギートランジション

温暖化・気候変動

デジタル化、
スマート保安

基幹系統

二次系統

電源の多様化・分散化

新技術・設備の導入

需要側資源の活用

系統の連系・複雑化

保守管理技術の高度化配電系統

人口減少
• 保安要員の減少

次世代
原子炉

需要地系統

次世代スマメ、
VPP、DR

設備の高経年化

維持・管理

次世代電力システム構築における
災害時のレジリエンス確保に向けた課題例
現在と2050年CN社会

との違い
設備形成において
考慮すべき課題の例

当所が貢献
できる技術

電源

基幹
系統

需要地
系統

共通

2022 23

５. CN社会に向けた次世代電力システム構築における自然災害への備え

※「設備形成において考慮すべき課題の例」における①~⑤は、「当所が貢献できる技術」に対応

・大規模発電所の分散型電源への置き換
え拡大

・大型電源としての洋上風力導入拡大

・系統増強の進展（資源の偏在による長
距離送電、系統連系設備）

・需要側資源（PV、蓄電池、EV、エコ
キュート、燃料電池など）の普及

・地産地消型グリッドの実現

・再エネ事業者、新電力やアグリゲータ
等、プレーヤーの多様化

・高度なデジタル社会

・既存設備の高経年化

・人口減少による復旧要員の減少とス
マート保安の普及

・気候変動による極端気象の増大の懸念

・対災害抵抗力、復旧性が未知（①、②、③）
・災害時にどう使うのか？、復旧させるのか？（④）

・対災害抵抗力、復旧性が未知（①、②、③）
・災害時にどう使うのか？、復旧させるのか？（④）

・対災害抵抗力、復旧性が未知（①、②、③）
・災害時の扱い？、電源として期待するのか？（④）
・公衆安全性に問題ないか、継続利用可否判断は？

・災害時の具体的な運用は？（誰が公衆安全性を確認
し、系統分離等を判断するのか）（④）

・各プレーヤーの役割は？
（復旧実務における意思決定など）（④）

・意思決定のための情報共有はどうするのか？（⑤）

・復旧活動のあり方は？（⑤）

・通信インフラ機能不全時の対応は？
・余寿命評価等、既存設備の安全性確認と対応
（①、②）

・構造安全性が低下するリスクへの対応は？（①、②）

①気象・風況
解析技術

（NuWFASなど）

②各種解析・評価技術
（地震動評価、地震応
答、風・ギャロッピン
グ応答、着雪量評価、
地盤応答など）

③確率論的
リスク評価技術

④災害時需給
シミュレーション

技術

⑤RAMP/RESI
の拡張・活用
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まとめと今後の展望

2022 24

５. CN社会に向けた次世代電力システム構築における自然災害への備え

災害レジリエンスを強化する方策としては、“抵抗力”と“回復力”
の向上がある。これまで当所ではそれらに寄与する研究を実施し
てきた。

 CN社会・次世代電力システムでは、電力の生産・供給・消費の
あり方が大きく“変化”する。災害レジリエンス強化の基本的考え
方は変わらないものの、“変化”によってその実現には新たな課題
が生じる。当所が所有する基盤技術を活用・発展させ、課題解決
に資する研究開発を着実に実施する。

不確実な将来像、災害像に対する電力システムの災害リスクマネ
ジメントとして、多様なシナリオの想定と対策への活用が重要。
次世代電力システムの設備・運用設計の段階から、災害レジリエ
ンスへの影響を考慮することが必要。

2022 25

ご清聴ありがとうございました
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